
景気浮揚！雇用創出！

日
本
の
雇
用
情
勢
が
急
激
に
悪
化
す
る
中
、
非
正

規
雇
用
労
働
者
は
、
職
を
失
う
と
退
職
金
も
な
く
雇

用
保
険
も
加
入
し
て
い
な
い
た
め
失
業
手
当
も
受
け

ら
れ
な
い
ケ
ー
ス
が
多
く
、
会
社
の
寮
な
ど
に
住
ん

で
い
る
人
は
住
ま
い
を
失
う
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
ま
で
、
大
企
業
は
正
社
員
を
減
ら
し
、
そ
れ

を
非
正
規
雇
用
者
に
置
き
換
え
、
空
前
の
利
益
を
上

げ
て
来
ま
し
た
。
そ
れ
が
減
益
と
な
っ
た
途
端
、
安

全
弁
と
し
て
真
っ
先
に
派
遣
労
働
者
等
を
切
り
捨
て

て
来
ま
し
た
。
こ
の
よ
う
な
企
業
の
姿
勢
は
放
置
す

べ
き
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

今
回
の
一
般
質
問
で
は
、
県
の
理
事
者
に
対
し
て
、

�
緊
急
の
雇
用
対
策
と
救
済
対
策
に
つ
い
て
、
�
建

設
業
の
発
注
方
式
に
つ
い
て
、�
公
契
約
法（
条
例
）

の
制
定
に
つ
い
て
、
�
学
校
等
の
耐
震
化
に
つ
い
て
、

�
教
員
免
許
更
新
制
に
つ
い
て
、
質
問
を
行
い
ま
し

た
。
十
分
な
突
っ
込
み
と
徹
底
が
で
き
な
か
っ
た
こ

と
は
反
省
と
し
て
残
り
ま
す
が
、
そ
れ
な
り
の
答
弁

が
引
き
出
せ
た
の
で
は
と
考
え
て
い
ま
す
。

こ
れ
か
ら
も
精
一
杯
頑
張
り
ま
す
の
で
、
皆
様
方

の
ご
支
援
と
ご
協
力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ

ま
す
。

景景気気浮浮揚揚！！雇雇用用創創出出！！
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質 問 事 項

1 緊急雇用対策、救済対策について
�県内の雇用動向と解雇の現状について
�離職者等への具体的な緊急対策は
�労働者派遣法の２００９年問題への対応策は

2 建設業の工事発注方式の見直しについて
�建設業不況の現状認識と打開策
�建設工事の発注量
�コンストラクションマネージメント方式等の研究と試行
�総合評価落札方式の改善
�公共工事最低制限価格の引き上げと現場労働者の賃金引き
上げについて

�木造住宅の振興策について
3 公契約法（条例）の制定について
4 学校などの耐震化について
5 教員免許の更新制について
�免許更新時の助成策について
�離島における講習について

新しい発注方式
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1
質

問

事

項

緊
急
雇
用
対
策
、救
済
対
策
に
つ
い
て

県
内
の
雇
用
動
向
と

解
雇
の
現
状
に

つ
い
て

離
職
者
等
へ
の

具
体
的
な

緊
急
対
策
は

労
働
者
派
遣
法
の

２
０
０
９
年
問
題

へ
の
対
応
策
は

議
会
改
革
の
一
環
で
、
常
任
委
員
会

を
六
委
員
会
か
ら
四
委
員
会
へ
と
減
少

し
、
総
枠
の
時
間
数
と
委
員
数
を
増
加

さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
充
実
し
た
審
議
を

目
指
す
こ
と
と
し
ま
し
た
。
新
し
い
委

員
会
は
、
総
務
委
員
会
、
文
教
厚
生
委

員
会
、
環
境
生
活
委
員
会
、
農
水
経
済

委
員
会
と
な
り
、
こ
れ
ま
で
委
員
会
名

に
必
ず
載
っ
て
い
た
土
木
部
は
環
境
生

活
委
員
会
に
含
ま
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
新
た
に
予
算
特
別
委
員
会
が

議
長
等
を
除
く
全
議
員
で
構
成
さ
れ
ま

し
た
。

特
別
委
員
会
は
離
島
・
半
島
地
域
振

興
特
別
委
員
会
と
世
界
遺
産
登
録
推
進

特
別
委
員
会
、
新
た
に
、
行
財
政
改
革

特
別
委
員
会
が
構
成
さ
れ
、
別
途
、
県

庁
舎
整
備
特
別
委
員
会
、
大
学
等
発
ベ

ン
チ
ャ
ー
創
出
事
業
に
関
す
る
調
査
特

別
委
員
会
（
１
０
０
条
委
員
会
）
で

こ
の
一
年
間
審
議
が
行
わ
れ
ま
す
。

私
は
常
任
委
員
会
は
環
境
生
活
委
員

会
に
所
属
、
特
別
委
員
会
は
世
界
遺
産

登
録
推
進
特
別
委
員
会
に
所
属
し
、
特

別
委
員
会
で
は
今
回
委
員
長
を
拝
命
し

ま
し
た
。
世
界
遺
産
の
登
録
の
道
は
厳

し
い
と
こ
ろ
が
あ
り
ま
す
が
、
全
力
で

職
責
を
果
た
せ
れ
ば
と
考
え
て
い
ま
す
。

県
庁
舎
整
備
特
別
委
員
会
は
改
編
な

く
こ
れ
ま
で
ど
お
り
所
属
し
て
参
り
ま

す
。

質
問
要
旨

【
金
子
県
議
】全
国
で
１５
万
人
を
越

え
る
派
遣
切
り
や
雇
い
止
め
が
発

生
し
て
い
る
が
、
県
内
で
は
何
名

が
解
雇
等
さ
れ
て
い
る
の
か
、
そ

の
実
数
は
。

答
弁

【
知
事
】県
内
有
効
求
人
倍
率
は

０
・
４８
倍
で
１２
月
と
比
べ
０
・
０４

ポ
イ
ン
ト
下
落
。
３
月
ま
で
の
雇

い
止
め
は
１
１
０
４
名
に
拡
大
す

る
見
込
み
で
あ
る
。

質
問
要
旨

【
金
子
県
議
】雇
用
対
策
や
住
宅
の

確
保
な
ど
、
対
策
を
取
っ
て
い
る

と
言
わ
れ
て
い
ま
す
が
具
体
的
に

は
。離

職
者
等
の
切
実
な
問
題
へ
迅

速
に
対
応
す
る
た
め
緊
急
雇
用
対

策
本
部
な
ど
を
立
ち
上
げ
、
仕
事

の
斡
旋
、
生
活
保
護
の
申
請
、
法

律
や
医
療
等
の
相
談
な
ど
包
括
的

で
一
元
的
な
総
合
窓
口
の
設
置
が

必
要
と
思
わ
れ
る
が
。

答
弁

【
知
事
】国
の
雇
用
調
整
助
成
金
を

活
用
し
雇
用
継
続
を
要
請
し
１
１

７
９
名
の
雇
用
維
持
効
果
が
図
ら

れ
た
。

耕
作
放
棄
地
の
復
旧
や
水
産
業

の
後
継
者
対
策
、
等
に
よ
り
約
１

０
０
名
の
雇
用
を
見
込
み
６０
名
の

雇
用
実
績
と
な
っ
て
い
る
。

住
宅
は
離
職
者
住
居
支
給
給
付

金
が
２
月
６
日
か
ら
適
用
、
５
万

円
の
６
カ
月
間
。

雇
用
促
進
住
宅
３
０
５
戸
、
県

営
住
宅
２９
戸
、
市
営
住
宅
５９
戸
を

確
保
、
２
月
２０
日
現
在
、
３３
戸
の

入
戸
実
績
。

総
合
的
な
離
職
者
窓
口
は
必
要

と
考
え
る
。
求
職
者
総
合
支
援
セ

ン
タ
ー
を
設
置
し
ま
す
。
こ
れ
は

国
の
地
域
共
同
就
職
支
援
セ
ン

タ
ー
と
一
体
的
に
運
用
し
、
生
活

保
護
か
ら
住
宅
を
含
む
就
職
支
援

ま
で
、
幅
広
く
対
応
出
来
る
総
合

窓
口
と
し
た
い
。

質
問
要
旨

【
金
子
県
議
】労
働
者
派
遣
法
の
改

正
で
、
派
遣
期
間
が
３
年
に
変
更

さ
れ
、
そ
の
契
約
期
間
が
今
年
満

期
と
な
る
、
今
回
の
不
況
を
言
い

訳
に
便
乗
解
雇
を
行
う
の
で
は
と

危
惧
さ
れ
て
い
る
。
２
０
０
９

年
問
題
へ
の
具
体
的
な
対
応
策
は
。

答
弁

【
知
事
】県
も
地
元
企
業
や
誘
致
企

業
へ
要
請
を
行
っ
て
い
る
。
２
月

に
は
、
国
が
派
遣
労
働
者
を
正
規

社
員
と
し
て
雇
い
入
れ
る
場
合
、

中
小
企
業
で
最
高
一
人
当
た
り
１

０
０
万
円
、
大
企
業
５０
万
円
を
支

給
す
る
派
遣
労
働
者
雇
用
安
定
化

特
別
奨
励
金
を
創
設
、
解
雇
の
問

題
に
は
雇
用
調
整
助
成
金
の
活
用

を
要
請
し
て
い
る
。

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
化
さ
れ
た
総
合

窓
口
で
の
相
談
や
企
業
ニ
ー
ズ
の

高
い
職
業
訓
練
及
び
、
ふ
る
さ
と

雇
用
再
生
特
別
基
金
事
業
、
緊
急

雇
用
創
出
事
業
臨
時
特
例
基
金
事

業
に
よ
る
雇
用
創
出
な
ど
支
援
強

化
を
行
う
。
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建
設
業
不
況
の

現
状
認
識
と

打
開
策

建
設
工
事
の

発
注
量

コ
ン
ス
ト
ラ
ク
シ
ョ
ン

マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト

方
式
等
の

研
究
と
試
行

質
問
要
旨

【
金
子
県
議
】工
事
量
が
職
種
に

よ
っ
て
は
半
分
以
下
と
な
っ
て
お

り
、
受
注
を
し
て
も
業
者
間
の
過

当
競
争
に
よ
り
落
札
率
の
低
下
が

著
し
い
。
建
設
業
の
長
期
不
況
に

対
す
る
現
状
を
ど
の
よ
う
に
見
て

い
る
の
か
、
打
開
策
に
つ
い
て
考

え
を
。答

弁

【
土
木
部
長
】県
内
の
建
設
投
資
は

平
成
１０
年
度
の
約
８
０
０
０
億
円

か
ら
、
平
成
１９
年
度
は
約
４
３
０

０
億
円
と
５
割
近
く
減
少
し
て
い

る
。
業
者
数
は
同
５
８
０
０
社
か

ら
５
８
９
５
社
へ
と
約
２
％
増
加
。

こ
れ
は
、
比
較
的
規
模
が
大
き
い

企
業
が
減
少
し
小
規
模
な
企
業
が

増
加
し
た
結
果
。

長
期
不
況
対
策
と
し
て
、
最
低

制
限
価
格
の
引
き
上
げ
、
中
間
前

金
払
い
制
度
の
対
象
範
囲
拡
大
、

入
札
手
続
き
期
間
の
短
縮
、
離
島

建
設
企
業
の
受
注
機
会
拡
大
等
、

の
制
度
改
革
を
行
う
。

質
問
要
旨

【
金
子
県
議
】公
共
工
事
の
仕
事
量

の
現
状
と
、
業
者
数
の
現
状
は
、

か
な
り
過
剰
な
数
字
で
は
な
い
か

と
思
わ
れ
る
。
適
正
業
者
数
は
ど

う
な
の
か
。

答
弁

【
土
木
部
長
】本
県
の
公
共
、
民
間

工
事
を
合
わ
せ
た
新
築
・
増
改
築

工
事
費
は
平
成
８
年
度
の
約
４
０

０
０
億
円
が
ピ
ー
ク
に
、
平
成
１５

年
度
は
約
２
２
０
０
億
円
、
平
成

１９
年
度
は
約
１
６
０
０
億
円
と
大

幅
に
減
少
。
そ
の
内
公
共
工
事
の

割
合
は
約
１５
％
、
県
発
注
工
事
の

割
合
は
約
３
％
。

建
築
一
式
工
事
の
指
名
対
象
業

者
数
は
平
成
１５
年
度
１
４
４
８
社

か
ら
、
平
成
１９
年
度
は
１
３
０
８

社
と
減
少
傾
向
に
あ
る
。
建
築
工

事
は
民
間
工
事
の
割
合
が
大
き
い

た
め
、
業
者
数
に
つ
い
て
は
一
概

に
言
え
な
い
が
、
工
区
分
け
す
る

な
ど
受
注
機
会
の
拡
大
を
図
り
、

県
内
業
者
の
育
成
に
努
め
る
。

質
問
要
旨

【
金
子
県
議
】公
共
工
事
の
減
少
と

業
者
数
の
増
加
に
よ
り
受
注
競
争

の
激
化
が
見
ら
れ
る
。
現
状
の
打

開
策
と
し
て
、
一
つ
の
工
事
に
多

く
の
業
者
が
元
請
と
し
て
参
加
が

で
き
る
方
式
、
例
え
ば
「
コ
ン
ス

ト
ラ
ク
シ
ョ
ン
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト

方
式
」
等
の
研
究
や
試
行
が
必
要

と
考
え
る
が
お
考
え
を
。

答
弁

【
土
木
部
長
】公
共
工
事
の
受
注
機

会
の
拡
大
を
図
る
施
策
は
、
業
界

の
健
全
発
展
の
た
め
大
変
重
要
と

CM方式とは

CMとはコンストラクション・マネージメントの事で、欧米
においては一般的な国際標準型の建設システムです。従来の一
括発注方式（一括請負形式）において、設計者や発注者や施工
者がそれぞれに担っていた、設計、発注、施工に関連する各種
のマネージメント業務を、発注者側で実施し、その委託を受け
た（コンストラクション・マネージメント）は、発注者の補助
役・代行役として発注者に対してマネージメント業務の全部、
又は一部を行うサービス（CMサービス）を提供することです。
このシステムにより、�コストの削減（流通の中間システム
をカットすることで、建築費を２０～３０％縮減出来るといわれて
います）、�地場産業の自立と育成（専門業者に直接発注する
ことにより、地場産業の自立と育成を促進出来ます＝専門工事
業者も元請として建設工事に参加出来ます）、�発注プロセス
の透明化（CMr を中心に、施主が参加して各専門業者を選定
し、直接発注することにより、発注プロセスと建築費の透明化
が図れます）CM方式とは、このように様々なメリットが期待
出来る方式といえます。

建設業の工事発注方式の
見直しについて

質 問 事 項2
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総
合
評
価

落
札
方
式
の
改
善

公
共
工
事
最
低
制
限

価
格
の
引
き
上
げ
と

現
場
労
働
者
の
賃
金

引
き
上
げ
に
つ
い
て

木
造
住
宅
の

振
興
策
に
つ
い
て

考
え
る
。

新
し
い
発
注
方
式
の
活
用
に
関

し
て
は
、
国
土
交
通
省
等
に
出
向

き
調
査
研
究
を
進
め
て
い
る
。

質
問
要
旨

【
金
子
県
議
】い
ま
県
が
試
行
し
て

い
る
総
合
評
価
落
札
方
式
は
一
部

の
業
者
に
有
利
で
あ
る
と
言
わ
れ

て
い
る
、
価
格
と
品
質
の
ト
ー
タ

ル
バ
ラ
ン
ス
が
優
れ
た
も
の
を
選

ぶ
と
い
う
趣
旨
か
ら
、
実
際
運
用

面
で
は
片
寄
り
が
見
ら
れ
る
よ
う

だ
が
、
こ
れ
か
ら
の
入
札
方
式
の

方
向
性
と
し
て
ど
う
考
え
て
い
る

の
か
。答

弁

【
土
木
部
長
】総
合
評
価
落
札
方
式

は
平
成
１８
年
に
試
行
を
開
始
し
、

３
年
を
迎
え
て
い
る
。
第
三
者
委

員
会
で
制
度
改
正
の
審
議
を
お
願

い
し
て
い
た
。
議
会
や
関
係
団
体

の
意
見
も
お
聞
き
し
、
本
年
４
月

に
制
度
改
正
を
行
う
。
３
億
円
未

満
の
工
事
に
つ
い
て
は
、
施
工
計

画
の
提
出
を
求
め
な
い
特
別
簡
易

型
を
新
た
に
導
入
し
、
公
平
性
・

透
明
性
の
向
上
、
試
行
対
象
工
事

の
選
定
の
在
り
方
、
入
札
参
加
企

業
の
負
担
軽
減
等
の
改
善
が
出
来

る
と
考
え
る
。

今
後
も
試
行
状
況
を
分
析
、
評

価
し
、
第
三
者
委
員
会
を
定
期
的

に
開
催
し
て
、
制
度
改
善
に
努
め

る
。質

問
要
旨

【
金
子
県
議
】公
共
工
事
最
低
制
限

価
格
が
本
年
２
月
よ
り
引
き
上
げ

ら
れ
た
こ
と
は
高
く
評
価
し
た
い
。

し
か
し
、
一
方
で
は
長
崎
県
の
建

設
業
設
計
労
務
単
価
は
毎
年
下
が

り
続
け
、
現
場
の
技
能
労
働
者
の

賃
金
や
労
働
条
件
が
著
し
く
低
下

し
て
い
る
。
最
低
制
限
価
格
の
引

き
上
げ
を
実
際
支
払
額
と
し
て
の

労
務
単
価
に
ど
の
よ
う
に
反
映
さ

れ
る
の
か
具
体
的
な
取
り
組
み
内

容
は
。答

弁

【
土
木
部
長
】賃
金
の
実
勢
を
反
映

し
設
計
労
務
単
価
が
設
定
さ
れ
る

こ
と
か
ら
、
賃
金
の
低
下
が
設
計

労
務
単
価
の
低
下
を
招
い
て
お
り
、

落
札
率
の
低
下
も
賃
金
の
低
下
の

原
因
の
一
つ
と
考
え
て
い
る
。

最
低
制
限
価
格
の
引
き
上
げ
が
、

賃
金
引
き
上
げ
と
な
る
よ
う
に
関

係
業
界
へ
対
し
て
要
請
を
し
た
。

設
計
労
務
単
価
が
改
善
さ
れ
る

た
め
に
は
、
実
際
に
支
払
わ
れ
た

賃
金
実
績
を
公
共
事
業
労
務
費
調

査
に
適
正
に
反
映
さ
れ
る
こ
と
が

重
要
で
あ
り
、
調
査
表
記
入
の
周

知
に
つ
い
て
も
取
り
組
む
。

質
問
要
旨

【
金
子
県
議
】木
造
住
宅
産
業
は
長

期
の
不
況
に
よ
り
疲
弊
し
て
お
り
、

木
造
住
宅
の
建
築
現
場
は
県
内
ど

こ
を
回
っ
て
も
見
当
た
ら
な
い
現

状
が
続
い
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
建

築
に
携
わ
っ
た
技
能
労
働
者
は
、

団
塊
の
世
代
と
し
て
引
退
の
時
期

を
迎
え
、
後
継
者
の
若
年
労
働
者

も
劣
悪
な
労
働
条
件
に
よ
り
敬
遠

さ
れ
て
い
る
。

現
況
が
続
け
ば
、
木
造
住
宅
の

現
場
か
ら
技
能
を
持
っ
た
職
人
が

い
な
く
な
り
ま
す
。

木
造
建
築
活
性
化
策
と
住
宅
リ

フ
ォ
ー
ム
助
成
策
が
望
ま
れ
て
い

る
が
、
対
応
策
は
。

答
弁

【
土
木
部
長
】木
造
住
宅
コ
ン
ク
ー

ル
の
開
催
な
ど
木
造
住
宅
の
普
及

を
行
っ
て
い
る
。
ま
た
、
国
の
地

域
住
宅
モ
デ
ル
普
及
推
進
事
業
を

活
用
し
、
県
産
木
材
を
使
用
し
展

示
モ
デ
ル
で
の
Ｐ
Ｒ
を
行
う
。

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
に

関
し
、
既
存
ス
ト
ッ
ク

の
有
効
活
用
の
観
点
よ

り
、
折
り
込
み
広
告
や

関
連
団
体
に
よ
る
リ

フ
ォ
ー
ム
事
例
集
の
作

成
、
市
や
町
に
お
け
る

耐
震
リ
フ
ォ
ー
ム
相
談

窓
口
の
設
置
を
行
う
。

平
成
２１
年
度
の
住
宅

ロ
ー
ン
減
税
は
最
大
１

６
０
万
円
か
ら
６
０
０

万
円
に
拡
充
、
省
エ
ネ
、

バ
リ
ヤ
フ
リ
ー
、
耐
震

改
修
は
工
事
費
の
１０
％

最
大
で
２０
万
円
が
所
得

税
か
ら
控
除
等
、
リ

フ
ォ
ー
ム
投
資
減
税
が

実
施
さ
れ
る
。

金子県議の活動報告を建設長崎
ホームページでご覧ください。

２００９（平成２１）年
３月７日� 長崎

http://www.kensetunagasaki.org/
建設長崎でも検索できます。

ココを
クリックして
ください

４�２００９年（平成２１年）３月２４日発行 第５号【２月議会特集号】金 子 三 智 郎 県 議 会 報 告
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3
質

問

事

項

公
契
約
法（
条
例
）の

制
定
に
つ
い
て

4
質

問

事

項

学
校
な
ど
の

耐
震
化
に
つ
い
て

質
問
要
旨

【
金
子
県
議
】地
方
公
共
団
体
か
ら

民
間
業
者
へ
委
託
・
発
注
が
行
わ

れ
る
場
合
、
低
価
格
で
の
契
約
や

発
注
が
行
わ
れ
、
そ
の
し
わ
寄
せ

が
、
そ
こ
で
働
く
従
業
員
の
人
件

費
や
福
祉
厚
生
経
費
に
集
約
さ
れ
、

結
果
と
し
て
低
賃
金
や
現
場
災
害

の
増
加
に
つ
な
が
る
と
言
わ
れ
て

い
る
。
国
や
地
方
公
共
団
体
の
公

共
工
事
や
委
託
事
業
所
で
働
く
労

働
者
は
全
国
で
１
０
０
０
万
人
を

越
え
る
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
し

か
も
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
が
最
低
賃

金
ギ
リ
ギ
リ
で
苦
し
い
生
活
を
さ

れ
て
い
ま
す
。

本
来
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
は
、
こ

の
よ
う
な
低
賃
金
や
労
働
環
境
の

悪
化
を
招
い
て
も
安
け
れ
ば
い
い

と
い
う
コ
ス
ト
論
で
割
り
切
ら
れ

る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
現
状

の
不
公
平
な
取
引
関
係
を
改
善
し
、

公
共
工
事
や
委
託
事
業
所
で
働
く

人
達
の
生
活
を
守
る
た
め
に
は
、

公
契
約
法
（
条
例
）
の
制
定
が
急

務
で
す
。
制
定
に
つ
い
て
の
考
え

は
。答

弁

【
会
計
管
理
者
】Ｉ
Ｌ
Ｏ
第
９４
号
条

約
の
批
准
に
つ
い
て
国
の
動
向
を

見
守
っ
て
い
る
。

労
働
者
の
公
正
な
賃
金
と
労
働

条
件
の
確
保
は
、
県
と
し
て
も
重

要
な
課
題
で
あ
る
。
建
設
工
事
や

建
設
関
連
委
託
業
務
の
発
注
で
、

低
価
格
の
受
注
事
例
が
あ
る
の
も

事
実
で
あ
る
。

下
請
業
者
や
労
働
者
の
皆
さ
ん

に
し
わ
寄
せ
が
な
い
よ
う
に
努
め

た
い
。

質
問
要
旨

【
金
子
県
議
】学
校
な
ど
の
耐
震
化

が
言
わ
れ
１
年
が
過
ぎ
ま
し
た
。

私
立
の
学
校
や
幼
稚
園
、
保
育
園

な
ど
の
耐
震
化
に
重
点
が
置
か
れ

る
こ
と
は
一
定
の
評
価
を
し
ま
す
。

た
だ
し
、
市
や
町
が
管
轄
す
る
小

中
学
校
へ
の
耐
震
化
へ
は
支
援
の

姿
勢
が
全
く
見
え
ま
せ
ん
。

県
庁
舎
整
備
懇
話
会
の
答
申
で

も「
学
校
は
、児
童
生
徒
の
学
習
・

生
活
の
場
で
あ
る
と
と
も
に
、
災

害
発
生
時
に
は
地
域
住
民
の
避
難

場
所
と
な
る
」「
学
校
の
耐
震
化

に
も
積
極
的
に
取
り
組
む
事
」
と

さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
ま
で
の
答
弁
の
『
要
請
は

し
て
い
る
』
か
ら
一
歩
踏
み
込
み
、

財
政
基
盤
が
弱
い
市
や
町
に
は
積

極
的
な
助
成
制
度
を
行
う
べ
き
で

は
な
い
か
。

答
弁

【
教
育
長
】公
立
小
中
学
校
の
耐
震

化
の
市
や
町
の
負
担
は
、
Ｉ
Ｓ
値

０
・
３
未
満
の
場
合
、
３１
％
か
ら

１３
％
に
軽
減
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
宝
く
じ
基
金
よ
り
３０
億

円
を
取
り
崩
し
市
や
町
に
配
分
す

る
と
聞
い
て
い
ま
す
。

県
と
し
て
は
直
接
財
政
支
援
す

る
こ
と
は
難
し
い
が
、
支
援
チ
ー

ム
を
設
置
す
る
な
ど
し
て
、
二
次

診
断
事
業
や
補
強
工
事
が
円
滑
に

進
む
よ
う
に
支
援
し
て
い
ま
す
。

耐
震
二
次
診
断
実
施
率
は
、
平

成
２１
年
度
中
に
７１
％
に
な
り
、
２２

年
度
末
に
は
ほ
ぼ
完
了
予
定
と

な
っ
て
い
る
。
耐
震
化
率
は
当
初

３８
・
９
％
か
ら
２１
年
度
中
に
は
４３

％
を
越
え
る
こ
と
が
出
来
る
と
考

え
ま
す
。

世界遺産登録推進特別委員会委員長に就任、
正式登録に向けて全力で取り組みます。

今回はからずも世界遺産登録推進特別委員会の委
員長に就任することとなりました。県議となって２
年を経過したばかりであり、委員長という大任に身
のすくむ思いで一杯です。
この委員会は、昨年に引き続き設置され、世界遺

産登録推進対策を付議されています。昨年の本委員
会では、世界遺産暫定一覧表に登録された「長崎の
教会群とキリスト教関連遺産」の正式登録に向けて、
調査、論議を深めて参りましたが、まだまだ多くの
課題が残されており、早期登録を目指し、これまで
以上に取り組まなければならないものと考えています。

このことは、わたしたちの地域の歴史を知り、資
産としての価値を再認識することにもつながります。
私は微力でありますが委員長として、正式登録の
実現に向けて全力で取り
組み、ぜひとも成果を上
げたいと思います。
よろしくご協力いただ
きます事をお願い申し上
げ、委員長就任に当たっ
てのごあいさつと致しま
す。

第５号【２月議会特集号】 ２００９年（平成２１年）３月２４日発行金 子 三 智 郎 県 議 会 報 告５�



免
許
更
新
時
の

助
成
策
に
つ
い
て

離
島
に
お
け
る

講
習
に
つ
い
て

平
成
１９
年
６
月
の
改
正
教
職
員

免
許
法
に
よ
り
平
成
２１
年
４
月
よ

り
教
員
免
許
更
新
制
が
実
施
さ
れ

ま
す
。
他
の
免
許
に
見
ら
れ
な
い

よ
う
な
、
現
在
有
効
な
免
許
を
持

ち
な
が
ら
講
習
に
よ
り
そ
の
免
許

が
失
効
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
、

ま
た
、
こ
の
講
習
が
「
現
職
及
び

な
ろ
う
と
す
る
者
」
の
み
を
対
象

と
し
て
お
り
単
に
免
許
の
保
持
者

に
つ
い
て
は
、
何
ら
講
習
を
求
め

て
い
な
い
な
ど
、
制
度
と
し
て
大

き
な
矛
盾
を
抱
え
て
い
る
が
、
今

回
の
質
問
で
は
既
に
法
制
化
さ
れ

て
い
る
問
題
で
も
あ
り
、
離
島
や

僻
地
勤
務
者
へ
の
更
新
講
習
の
矛

盾
点
等
を
質
問
し
た
。

質
問
要
旨

【
金
子
県
議
】講
習
は
１
日
６
時
間

で
６
千
円
、
５
日
で
３０
時
間
の
受

講
が
必
要
で
す
か
ら
３
万
円
が
掛

か
る
こ
と
と
な
る
。

参
議
院
文
教
科
学
委
員
会
の
付

帯
決
議
で
は
費
用
負
担
を
軽
減
す

る
た
め
に
支
援
策
を
検
討
す
る
。

と
あ
る
が
具
体
的
な
軽
減
策
は
ど

う
さ
れ
て
い
る
か
。

答
弁

【
教
育
長
】県
内
の
講
習
は
長
崎
大

学
を
中
心
に
１２
の
大
学
が
連
携
し

て
取
り
組
む
。
離
島
地
域
で
も
そ

れ
ぞ
れ
実
施
し
、
離
島
勤
務
者
に

も
負
担
軽
減
と
し
て
い
る
。

質
問
要
旨

�

【
金
子
県
議
】長
崎
は
全
国
で
も
有

数
の
離
島
を
抱
え
る
県
で
す
。
そ

の
講
習
案
内
に
五
島
、
上
五
島
、

壱
岐
、
対
馬
会
場
で
の
解
説
講
座

の
受
講
生
が
あ
ま
り
に
も
少
人
数

の
と
き
は
、
講
習
を
実
施
し
な
い

こ
と
が
あ
る
。
と
明
記
さ
れ
て
い

る
。
離
島
勤
務
の
先
生
は
仕
事
上

で
勤
務
し
て
い
る
、
そ
れ
が
講
習

の
ハ
ン
デ
ィ
と
な
る
な
ら
、
講
習

の
趣
旨
で
あ
る
「
教
員
の
資
質
向

上
」
や
「
多
様
な
免
許
更
新
講
習

を
受
講
で
き
る
よ
う
に
努
め
る
」

に
反
す
る
と
考
え
ら
れ
る
が
。

答
弁

【
教
育
長
】講
習
は
県
全
体
で
年
間

２
１
７
回
を
予
定
、
内
６０
回
が
離

島
で
開
催
で
予
定
さ
れ
て
い
る
。

科
目
で
少
人
数
と
な
る
講
習
も

出
来
る
だ
け
実
施
す
る
方
向
で
大

学
と
協
議
し
て
い
る
。

質
問
要
旨

�

【
金
子
県
議
】講
習
は
必
修
と
教
科

別
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
だ
が
、
一

つ
の
離
島
だ
け
で
す
べ
て
の
講
習

が
受
講
出
来
る
日
程
に
な
っ
て
い

な
い
。
例
え
ば
数
学
の
免
許
の
場

合
、
２
日
間
は
全
体
の
必
修
科
目
、

数
学
の
専
門
科
目
が
１
日
間
、
あ

と
２
日
間
は
必
ず
本
土
に
行
く
こ

と
と
な
る
。

離
島
勤
務
者
は
講
習
選
択
の
幅

が
狭
く
、
本
土
ま
で
出
掛
け
る
こ

と
も
仕
方
が
な
い
と
思
わ
れ
て
い

る
か
お
尋
ね
し
ま
す
。

さ
ら
に
、
本
土
ま
で
講
習
に
で

か
け
る
と
す
れ
ば
、
泊
ま
り
込
み

で
出
掛
け
る
こ
と
、
場
合
に
よ
っ

て
は
金
曜
か
ら
出
掛
け
、
月
曜
日

ま
で
休
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ

と
も
あ
る
こ
と
。
離
島
の
小
規
模

校
の
場
合
に
は
、
単
に
教
員
だ
け

の
問
題
で
な
く
、
学
校
の
児
童
生

徒
に
負
担
が
押
し
付
け
ら
れ
る
こ

と
と
成
り
か
ね
な
い
。
明
快
な
ご

答
弁
を
。

答
弁

【
教
育
長
】講
習
開
設
時
期
は
、
夏

季
休
業
等
の
期
間
に
講
習
を
多
く

す
る
な
ど
、
受
講
し
や
す
い
配
慮

を
行
っ
て
い
る
。
国
も
離
島
僻
地

地
域
で
の
講
習
開
催
の
場
合
、
大

学
へ
一
定
の
補
助
を
行
う
な
ど
の

支
援
の
予
定
。

教員免許の更新制に
ついて

質 問 事 項5

２００９（平成２１）年２月２８日� 長崎

６�２００９年（平成２１年）３月２４日発行 第５号【２月議会特集号】金 子 三 智 郎 県 議 会 報 告


